
条件付一般競争入札実施要領  

 

                  平成２３年４月１日企財第２号  

 

    改正  

        平成２４年７月３０日  

        平成２４年１０月１６日  

        平成２５年３月８日  

        平成２６年３月４日  

        平成２９年３月３０日  

        令和元年１０月１日  

        令和元年１２月１６日  

        令和２年９月３０日  

        令和３年３月３１日  

        令和３年６月２８日  

        令和５年６月２６日  

        令和５年９月２９日  

        令和６年３月２６日  

        令和７年３月２８日  

 

 （趣旨）  

第１  この要領は、別に定めがあるもののほか、町営建設工事の請負契

約に係る条件付一般競争入札の実施に関し必要な事項を定めるもの

とする。  

 （定義）  

第２  この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。  

 (1) 特定町営建設工事  特定町営建設工事の請負契約に係る一般競争

入札参加者の資格等に関する規程（平成２３年山田町告示第２７号。

以下「ＪＶ規程」という。）第２条第２号に定める特定町営建設工事

をいう。  

 (2) 政令  地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）をいう。  

 (3) 法  建設業法（昭和２４年法律第１００号）をいう。  

 (4) 入札担当課長  財政課長をいう。  

 (5) 入札担当課  財政課をいう。  

 (6) 町内業者  山田町内に主たる営業所（本店。以下同じ。）を有する



者をいう。  

 (7) 準町内業者  山田町内に法の許可を受けた支店又は営業所を有し、

当該支店又は営業所に契約締結権限が委任されている者で、町内業

者に該当しないものをいう。  

 (8) 県内業者  岩手県内に主たる営業所を有する者で、町内業者及び

準町内業者に該当しないものをいう。  

 (9) 県外業者  岩手県を除く都道府県に主たる営業所を有する者をい

う。  

 （対象工事等）  

第３  条件付一般競争入札の対象工事（以下「対象工事」という。）は、

原則として、町営建設工事の請負契約に係る条件付一般競争入札及び

指名競争入札の参加者の資格等に関する規程（平成２３年山田町告示

第２６号。以下「資格等規程」という。）第２条第１号に定める町営建

設工事のうち、予定価格が２００万円を超えるものとする。  

２  対象工事の発注は、次に掲げるものを除き、別に定める発注基準（以

下「発注基準」という。）に基づき行うものとする。  

 (1) 特殊機械又は特殊な工法、技術等を要する工事で施工可能な者が

限定される工事  

 (2) 工事の内容、技術的特性等を総合的に勘案し、発注基準に基づく

発注が適さないと町長が認める工事  

 （入札参加資格）  

第４  入札に参加する者に必要な資格（以下「入札参加資格」という。）

は、次に掲げるとおりとする。  

 (1) 政令第１６７条の４第１項及び第２項各号のいずれかの規定に該

当しない者であること。  

 (2) 法第３条第１項の規定による許可を受けていること。  

 (3) 法第２７条の２３第２項に規定する経営事項審査（以下「経営事

項審査」という。）の有効期間を経過していないこと。  

 (4) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく会社更生手続

開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づ

く再生手続開始の申立てがなされている者（会社更生手続又は再生

手続開始の決定後、入札参加資格の再認定を受けている者を除く。）

でないこと。  

 (5) 条件付一般競争入札公告（様式第１号。以下「公告」という。）に

示す入札書類の到着期限（以下「到着期限」という。）の日から開札

の日までの期間に、次のいずれにも該当していないこと。  



  ア  山田町から町営建設工事に係る指名停止等措置要綱（平成６年

山田町告示第２１号）に基づく指名停止又は文書警告に伴う非指

名を受けている者であること。  

  イ  法第２８条第３項又は第５項の規定により当該対象工事に対応

する業種について、営業の停止を命ぜられた者で、その処分の期

間が経過していないものであること。  

 (6) 対象工事に関し、当該工事現場に配置を予定する主任技術者等が

適正であること。  

２  入札に参加する者は、前項各号に掲げる要件をすべて満たしていな

ければならない。  

３  第１項に定めるもののほか必要な入札参加資格は、対象工事ごとに

資格等規程第１３条に定める山田町営建設工事請負資格審査委員会

に審議させたうえで町長が定める。  

 （予定価格調書の取扱い）  

第５  入札担当課長は、当該入札に係る開札日の前日までに予定価格を

定めるものとする。  

 （入札公告）  

第６  町長は、対象工事について必要な入札条件等を付し、公告を行う

ものとする。  

２  前項の公告は、山田町財務規則（昭和４２年山田町規則第３６号）

第１１４条第１項の規定に基づき、山田町のホームページ（以下「ホ

ームページ」という。）に掲載する方法により行うものとする。  

 （提出書類の様式等の入手）  

第７  対象工事の入札に参加を希望する者（以下「入札参加希望者」と

いう。）は、到着期限までの間、第１０第１項各号に掲げる提出書類の

様式、条件付一般競争入札説明書（様式第８号）及び条件付一般競争

入札心得（様式第１０号）をホームページからダウンロードするもの

とする。  

 （設計図書等の受け取り）  

第８  入札参加希望者は、公告に示す期間内において、別表に定める方

法のいずれかにより対象工事の仕様書、図面及び積算参考資料（以下

「設計図書等」という。）を受け取らなければならない。  

 （設計図書等に関する質問等）  

第９  入札参加希望者は、設計図書等に関する質問がある場合は、公告

に示す期間内に、書面又は電子メールにより入札担当課に申し出るこ

とができる。  



２  町長は、前項の質問及び質問に対する回答を入札期日の２日前（山

田町の休日に関する条例（平成２年山田町条例第４号）に規定する町

の休日（以下「休日」という。）を除く。）までにホームページに掲載

し、入札参加希望者に周知するものとする。  

 （入札の方法及び提出書類）  

第１０  入札は、一般書留又は簡易書留による郵送とし、公告に示す送

付先（以下「指定送付先」という。）へ次に掲げる書類を送付すること

により行う。ただし、再度入札の場合で、当該郵送による方法が適当

でないと町長が認めたときは、当該方法以外の方法によることができ

るものとする。  

 (1) 入札書（様式第４号）  

 (2) 工事費内訳書（様式第５号）  

２  前項各号に掲げる書類は、到着期限までに指定送付先に到着させる

ものとし、到着期限を過ぎて到着した入札は、無効とする。  

 （開札）  

第１１  開札は、公告に示す日時及び場所において、入札に参加した者

において立会いを希望する者を立ち会わせて行うものとする。ただし、

立会いを希望する者がないときは、当該入札事務に関係のない職員を

立ち会わせなければならない。  

２  前項の規定による立会いは、開札時に立会人委任状（様式第１２号）

の提出があった場合は、代理人によることができるものとする。  

３  開札の結果、入札に参加した者の入札書と工事費内訳書の金額が一

致しない場合は、無効として取り扱うものとする。  

４  工事費内訳書の点検は、開札場所において対象工事を所管する課等

の長の指名する職員が行うものとする。  

５  開札の結果、有効な入札を行った者で、予定価格の制限の範囲内（最

低制限価格を設けた場合にあっては、予定価格と最低制限価格の範囲

内）で最低の価格をもって入札したものを、落札者となるべき者（以

下「落札候補者」という。）として指定する。  

６  入札に参加した者のうち開札に立ち会わなかった者は、開札が行わ

れた当日までに開札結果確認依頼書（様式第１５号）を送付すること

により、開札結果の確認を行うことができる。ただし、第１０第１項

ただし書に掲げる方法により入札を行ったときは、この規定は適用し

ない。  

 （再度入札）  

第１２  町長は、初回の入札において落札候補者に該当する者がなかっ



たときは、１回に限り再度入札を行うことができる。  

２  再度入札に参加できる者は、初回の入札に参加した者のうち失格又

は無効の入札書を提出していない者とする。  

３  町長は、再度入札を行う場合は、前項に規定する再度入札に参加で

きる者に対して、入札参加資格を確認したうえで、再度入札を行う旨

を再度入札通知書（様式第１６号）により通知するものとする。  

４  再度入札に係る開札を行う場合における第１１の規定の適用につい

ては、同第１項中「公告」とあるのは、「再度入札通知書」とする。  

 （くじによる落札候補者の決定）  

第１３  開札の結果、落札候補者が複数となった場合は、当該落札候補

者にくじを引かせて落札候補者を決定する。ただし、当該くじを引く

落札候補者が開札に立ち会っていないときは、第１１第１項ただし書

の規定により立ち会わせた職員にくじを引かせる。  

 （入札参加資格の確認等）  

第１４  町長は、必要に応じ次に掲げる入札参加資格の確認等に係る書

類（以下「確認書類」という。）を落札候補者に提出させ、資格を確認

する。  

 (1) 条件付一般競争入札参加資格確認申請書（様式第２号Ａ又は様式

第２号Ｂ）  

 (2) 施工実績調書（様式第３号）  

 (3) 最新の経営事項審査に係る結果通知書の写し  

 (4) 特定町営建設工事共同企業体入札参加資格申請書（ＪＶ規程別記

様式）  

 (5) 特定共同企業体協定書  

 (6) その他町長が必要と認めるもの  

２  確認書類は、公告に示す提出期限（以下「提出期限」という。）まで

に、落札候補者が次のいずれかの方法により提出するものとする。  

(1) 入札担当課に持参する。  

(2) 入札担当課に提出期限までにファックス又は電子メールにより

写しを送付し、入札参加資格の確認が得られたならば速やかに原本

を入札担当課に送付する。  

３  入札参加資格の確認に基づく落札の可否は、原則として、提出期限

の翌々日（その日が休日に当たるときは、その日後において最も近い

休日でない日）までに、当該落札候補者に条件付一般競争入札参加資

格確認結果通知書（様式第９号）により通知するものとする。ただし、

入札参加資格の確認に疑義が生じた場合は、この限りでない。  



４  確認書類を提出期限までに提出しないとき、又は入札参加資格の確

認のために町長が行う指示に従わないときは、落札候補者の行った入

札は、無効となるものとする。  

５  町長は、前項の規定による入札の無効又は落札候補者に入札参加資

格がないと認めたときは、落札候補者の指定を取消し、当該落札候補

者に次ぐ低価格で有効な入札を行った者を新たな落札候補者に指定

するものとする。  

 （入札参加資格がないと認めた理由の説明）  

第１５  町長は、入札参加資格がないと認めた落札候補者から、公告に

示す期日までの間に、当該認定に関する理由の説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。  

 （落札者の決定）  

第１６  町長は、落札候補者の入札参加資格の確認等を行った後、適正

と認めたときは、当該落札候補者を落札者と決定するものとする。  

 （補則）  

第１７  この要領に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

   附  則  

 この要領は、平成２３年７月１日から施行する。  

   附  則  

 この要領は、平成２４年７月３０日から施行する。  

   附  則  

 この要領は、平成２４年１０月１６日から施行する。  

   附  則  

 この要領は、平成２５年３月８日から施行する。  

   附  則  

 この要領は、平成２６年４月１日から施行する。  

   附  則  

 この要領は、平成２９年４月１日から施行する。  

   附  則  

 この要領は、令和元年１０月１日から施行する。  

   附  則  

 この要領は、令和元年１２月１６日から施行する。  

  附  則  

 この要領は、令和２年１０月１日から施行する。  

   附  則  

 この要領は、令和３年４月１日から施行する。  



   附  則  

 １  この要領は、令和３年７月１日から施行する。  

 ２  令和３年６月３０日以前に公告を行った対象工事の条件付一般競

争入札の取扱いは、なお従前の例による。  

   附  則  

 この要領は、令和５年７月１日から施行する。  

附  則  

 この要領は、令和５年１０月１日から施行する。  

附  則  

 この要領は、令和６年４月１日から施行する。  

附  則  

 この要領は、令和７年４月１日から施行する。  

 



別表（第８関係）  

１  町指定の設計図書等引換場

所において設計図書等を直接受

け取る場合  

２  山田町のホームページから

設計図書等の電子データをダウ

ンロードする場合  

(1) 納入通知書兼領収証書及び

設計図書等受取申込書兼引換

証（様式第６号）に必要事項を

記入し、財政課にファックス又

は電子メールを送信した後、電

話で予約確認をすること。  

(2) 記入した後の納入通知書兼

領収証書及び設計図書等受取

申込書兼引換証により、町指定

金融機関等に設計図書等購入

代金を納入すること。  

(3) 設計図書等購入代金を納付

後、町指定の設計図書等引換場

所において設計図書等受取申

込書兼引換証と引換えに設計

図書等を受け取ること。  

(1) 設計図書等受取申込書兼引

換証（様式第６号）に必要事項

を記入し、財政課にファック

ス又は電子メールを送信した

後、電話で到着確認をするこ

と。  

(2) 財政課から通知されたパス

ワードを入力し、ホームペー

ジに掲載されている設計図書

等の電子データをダウンロー

ドすること。  

(3) ダウンロード完了後は、設

計図書等縦覧済通知書（様式

第７号）を作成し、財政課にフ

ァックス又は電子メールによ

り送付すること。  

 


